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 1．中東地域に対する政府開発援助（ODA）の考え方 

 

 意義 

  中東和平やイラク情勢をめぐる動きが同地域を越えて国際社会に大きな影響を及ぼしてきたように、中東地

域の安定は世界の平和と繁栄に直結している。特に我が国は石油資源の約9割を中東に依存しているところ、同

地域の安定は日本経済にとって極めて重要である。 

  中東地域においては、2001年9月の米国における同時多発テロ後の「テロとの闘い」、2003年のイラクに対す

る武力行使以降も、2006年3月にハマス主導のパレスチナ自治政府内閣が発足した後のパレスチナ情勢の悪化、

同年7月のヒズボラによるイスラエル兵士誘拐を発端とするレバノン情勢の変化など、生活・社会基盤の荒廃や

治安の悪化が著しい国・地域が存在し、こうした状況が域内全体の安定に相当程度の影響を及ぼしている。こ

れらの国・地域においては、持続的な和平や安定の実現、国づくりや国家再建に向けての国際社会の一致団結

した支援が極めて重要となっており、上述した中東地域の位置づけから我が国としても積極的に支援を行う意

義があり、ODAの果たす役割が高まっている。 

 基本方針 

  中東地域は産油国から後発開発途上国まで経済状況は国により様々であり、低・中所得国における開発ニー

ズが高いことはもとより、高所得の産油国でも石油への過度の依存から脱却し経済を多角化することが課題で

あり、経済のグローバル化にも応じた産業育成や技術者育成などの人間開発が域内に共通する大きな課題とな

っている。また、貴重な水資源の管理は地域的な安定に影響を与え得る重要課題である。このような認識の下、

国ごとに戦略的に支援の分野や対象の重点化を図りつつ、我が国は総じて、次の諸点を重視し、中東地域の経

済的・社会的安定と中東和平達成に向けた環境づくりのための支援を積極的に行っていく。 

  平和の構築支援（イラク、アフガニスタン、スーダン） 

  中東和平プロセス支援のための協力（対パレスチナ支援、周辺アラブ諸国支援など） 

  低・中所得国における経済社会インフラ整備や貧困対策のための支援 

  総合的な水資源管理のための支援 

  各国のニーズに合致した人材育成支援、環境保全対策等への支援 

  また、2004年6月、米国シーアイランドにおけるG8サミットでは、中東諸国の改革努力を支援するためのイ

ニシアティブとして「拡大中東・北アフリカ・パートナーシップ構想」が打ち出された。我が国は、中東域内

諸国の多くにとって深刻な課題である雇用問題への対応を念頭に置いて職業訓練の重要性を主張し、3年間で

（2006年度まで）約1万人が裨益する職業訓練分野での支援を行うこと等を表明し、具体的な支援を実施した。 
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表－1 主要経済指標等 

人口 ＧＮＩ総額
一人あたり 

ＧＮＩ 
経済成長率 貿易額 対外債務残高

債務返済

比率（ＤＳＲ）

財政収支 

/ＧＤＰ比 

債務 

/ＧNI比 

債務残高 

/輸出比 
援助受取総額

輸出 輸入 貿易収支

国 名 

2004年 

（百万人） 

2004年

（百万ドル） 

2004年 

（ドル） 

2003-2004年

（％） 2004年

（百万ドル）

2004年

（百万ドル）

2004年

（百万ドル）

2004年

（百万ドル）

2004年

（％） 

2004年 

（％） 

2004年 

（％） 

2004年 

（％） 

2004年

（百万ドル）

ア フ ガ ニ ス タ ン - 5,766 - 7.5 - - - - - -0.7 - - 2,189.6 

ア ル ジ ェ リ ア 32.4 81,049 2,270 5.2 - - - 21,987 7.1 - 32.0 79.8 312.6 

イ エ メ ン 20.3 11,820 550 2.7 5,045.39 4,918.04 127.35 5,488 1.9 - 36.8 66.5 251.9 

イ ラ ク - - - 46.5 - - - - - - - - 4,657.6 

イ ラ ン 67.0 163,614 2,320 5.6 - - - 13,622 1.2 3.6 9.2 31.1 189.4 

エ ジ プ ト 72.6 78,589 1,250 4.2 26,516.20 26,915.30 -399.10 30,291 2.9 - 32.2 108.5 1,457.7 

オ マ ー ン 2.5 23,359 9,070 3.1 14,175.00 10,613.00 3,561.99 3,872 4.2 - 17.8 29.2 54.9 

サ ウ ジ ア ラ ビ ア 24.0 250,298 10,140 5.2 131,849.33 66,746.08 65,103.25 - - - - - 32.3 

シ リ ア 18.6 23,267 1,230 2.0 8,175.30 7,915.00 260.30 21,521 1.4 - 101.4 248.5 110.2 

ス ー ダ ン 35.5 19,609 530 6.0 3,821.88 4,650.71 -828.83 19,332 1.6 - 151.0 625.0 882.3 

チ ュ ニ ジ ア 9.9 26,948 2,650 5.8 13,308.26 14,099.13 -790.87 18,700 7.5 -2.4 78.5 147.3 327.7 

ト ル コ 71.7 301,675 3,750 8.9 91,048.00 102,199.00 -11,151.00 161,595 11.3 - 69.5 221.0 257.0 

バ ー レ ー ン 0.7 10,436 14,370 5.4 9,178.83 7,068.86 2,109.97 - - 5.7 - - 103.9 

パ レ ス チ ナ 3.5 - - - - - - - - - - - 1,136.4 

モ ロ ッ コ 29.8 49,380 1,570 4.2 16,632.16 19,859.79 -3,227.63 17,672 6.1 - 39.2 90.9 705.9 

ヨ ル ダ ン 5.4 11,705 2,190 7.7 5,983.07 9,406.91 -3,423.84 8,175 6.0 -1.4 72.5 100.6 581.4 

レ バ ノ ン 3.5 20,686 6,010 6.3 - - - 22,177 21.0 - 120.8 488.2 264.8 

出典）World Development Indicators/The World Bank (2006)  

注）貿易額について、輸出入いずれもFOB価額 

 

表－2 我が国との関係 

貿易額 
我が国による

直接投資 

進出日本 

企業数 

在留する 

日本人数 
日本在留人数

対日輸出 対日輸入 対日収支 国    名 

2005年 

（百万円） 

2005年 

（百万円）

2005年 

（百万円）

2005年 

 

（百万ドル）

2005年 

11月現在 

 

2005年 

11月1日現在 

（人） 

2005年 

12月31日現在

（人） 

ア フ ガ ニ ス タ ン 300.1 8,437.4 -8,137.3 － － 132 593

ア ル ジ ェ リ ア 5,118.7 58,771.4 -53,652.7 － 1 - 149

イ エ メ ン 45,169.8 17,092.7 28,077.1 － － 41 45

イ ラ ク 48,400.5 14,644.9 33,755.6 － － - 75

イ ラ ン 1,139,468.3 147,400.5 992,067.8 － 15 810 5,227

エ ジ プ ト 12,676.4 87,137.1 -74,460.7 － 14 - 1,366

オ マ ー ン 301,761.6 153,434.8 148,326.8 － 2 198 31

サ ウ ジ ア ラ ビ ア 3,170,777.5 460,681.5 2,710,096.0 494 23 586 349

シ リ ア 1,842.5 27,872.1 -26,029.6 － － 239 158

ス ー ダ ン 202,837.9 19,774.4 183,063.5 － － - 170

チ ュ ニ ジ ア 6,852.9 9,571.3 -2,718.4 － 3 - 294

ト ル コ 31,254.8 239,946.8 -208,692.0 － 27 1,229 2,275

バ ー レ ー ン 34,680.2 47,399.3 -12,719.1 － 5 204 11

パ レ ス チ ナ － － － － － - -

モ ロ ッ コ 18,152.1 26,944.2 -8,792.1 － 3 - 345

ヨ ル ダ ン 12,192.0 26,536.5 -14,344.5 － 5 232 173

レ バ ノ ン 349.3 17,888.4 -17,539.1 － 2 74 64

出典）貿易統計/財務省、貿易・投資・国際収支統計/JETRO、海外進出企業総覧/東洋経済新報社（2006年)、海外在留邦人数調査統計/外務省（2006

年）、在留外国人統計/法務省（2006年） 
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 2．中東地域に対する2005年度ＯＤＡ実績 

 

 2005年の中東地域に対する二国間ODAの総額（支出純額ベース）は34億7,922万ドルで、全体の33.2％であった

（前年は全体の17.3％、前々年は同6.9％）。 

 中東和平プロセス支援については、我が国は、1993年以降、約8億7,000万ドルの対パレスチナ支援を実施して

きた。2003年4月に現地を訪問した川口外務大臣（当時）は、緊急人道支援、国づくり・改革、信頼醸成の3分野

を重点とした支援を行うと表明した。2004年11月にアラファト議長が死去したことを受け、2005年1月、アッバー

ス新PLO議長がパレスチナ暫定自治政府大統領に選出され、現地を訪問した町村外務大臣（当時）は、上記分野

に加え、今後はパレスチナ経済自立化にも重点を置いて支援を行うと表明した。2004年度には、補正予算による

6,000万ドルの追加的支援を含め、我が国は約9,000万ドルの支援を実施した。2005年度の支援額も約7,700万ドル

に達した。 

 2006年7月、小泉総理がイスラエル・パレスチナ自治区及びヨルダンを訪問した際、アッバース大統領の和平努

力への支援、人道支援などに計約2,500万ドルの拠出を表明した。さらに、共存共栄に向けた中長期的な取組とし

て、日本、イスラエル、パレスチナ及びヨルダンの4者で構成する協議体を立ち上げ、域内協力を通じてヨルダン

渓谷の経済開発を進める「平和と繁栄の回廊」構想を提案し、イスラエル・パレスチナ・ヨルダンの各首脳の賛

同を得たことは特筆に値する。 

 アフガニスタン復興支援については、我が国は、2度の国際会議（我が国主催のアフガニスタン復興支援国際会

議（2002年1月、東京で開催）及びアフガニスタン国際会議（2004年4月、ベルリンで開催）において、合わせて9

億ドルの支援を表明し、2006年7月末までに総額10億ドルの支援を実施した。 

 イラク復興支援については、我が国は、2003年10月マドリードで開催されたイラク復興支援国際会議で、15億

ドルの無償資金による当面の支援、中期的な復興ニーズへの対応として最大35億ドルの円借款による支援を行う

と表明した。15億ドルの無償資金による支援では、電力、教育、水・衛生、保健、雇用などイラク国民の生活基

盤の再建及び治安の改善に重点を置いて取り組んできており、2005年5月までに全額の使途を決定し、着実に支援

を実施してきている。円借款による支援については、経済インフラ整備の支援を重点としており、2006年3月に最

初の3案件（港湾整備計画、灌漑セクターローン、アル・ムサイブ火力発電所改修計画。以上の供与限度総額764.89

億円）に対して、6月にサマーワ橋梁・道路建設計画（供与限度額33.48億円）に対して、円借款供与の意図をそ

れぞれイラク側に伝達した。債務救済については、2004年11月のパリクラブ合意成立を受け、イラク側との交渉

を経て、2005年11月、債務救済（約76億ドルの対象債務を3段階に分けて合計80％削減）に係る二国間合意に署名

した。 

 スーダンでは、2005年1月にアフリカ最長の内戦に終止符を打つ包括的な南北和平合意（CPA：Comprehensive 

Peace Agreement）が締結され、我が国は、スーダンにおける「平和の定着」を積極的に支援していく方針を決め

た。同年4月にオスロで開催されたスーダン支援国際会議において、スーダンにおける平和の定着のため、当面1

億ドルの支援を表明した。この1億ドルについては、治安・人道状況への改善が見られないダルフール情勢への対

応を含め2006年5月までにその使途を全額決定した。 

 2005年度の中東地域に対する二国間ODAをスキーム別に見れば、円借款の新規供与額は477億9,100万円、無償

資金協力は465億9,100万円（以上、交換公文ベース）、技術協力は133億1,000万円（JICA経費実績ベース）となっ

ている。2005年度までの中東地域に対する二国間ODAの累計では、円借款の新規供与額は2兆7億5,400万円、無償

資金協力7,129億7,800万円（以上、交換公文ベース）、技術協力2,873億3,400万円（JICA経費実績ベース）で、総

額3兆10億6,600万円となっている。 
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表－3 中東地域に対する我が国二国間ODA実績 
 （支出純額、単位：百万ドル）

暦  年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 累 計

227.26 246.70 224.55 186.49 274.53 234.05 177.86 109.86 251.27 963.86 3,692.93 
無償資金協力 

(7.6) (10.3) (11.1) (8.6) (11.7) (11.1) (9.3) (6.4) (14.8) (22.3) (56.6) 
7,968.95

151.41 159.93 133.69 119.02 132.68 165.85 135.47 125.37 142.74 131.20 137.33 
技 術 協 力 

(4.4) (5.0) (4.4) (4.3) (4.2) (4.5) (4.6) (4.6) (5.0) (4.5) (5.0) 
2,587.82

378.66 406.63 358.24 305.51 407.21 399.90 313.33 235.23 394.02 1,095.06 3,830.26 

贈
 
 
与
 

贈 与 計 
(5.9) (7.3) (7.1) (6.2) (7.4) (6.9) (6.5) (5.3) (8.7) (15.1) (41.3) 

10,556.77

342.60 154.26 154.68 86.52 136.94 327.56 -26.14 -26.42 22.47 -64.19 -351.04 

Ｏ
 

Ｄ
 

Ａ
 

政府貸付等 
(8.3) (5.5) (9.8) (2.4) (2.8) (8.6) (−) (−) (1.5) (5.0) (−) 

6,506.59

721.27 560.89 512.92 392.03 544.15 727.46 287.19 208.81 416.48 1,030.87 3,479.22 政府開発援助計 

（ODA計） (6.8) (6.7) (7.8) (4.6) (5.2) (7.6) (3.9) (3.1) (6.9) (17.3) (33.2) 
17,063.41

注）1．（ ）内は各形態別の全世界合計（東欧・卒業国を含む）に占める中東地域の割合（％） 

  2．四捨五入の関係で、政府開発援助計の値が合わない場合がある。 

 

図－1 中東及び全世界に対する我が国二国間ODAの形態別構成        （2005年、支出純額、単位：百万ドル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－4 中東地域に対する我が国国別二国間ODA実績 

 （暦年、OECD/DAC集計ベース、単位：百万ドル、支出純額）

国名及び地域名 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

ア フ ガ ニ ス タ ン − 0.01 0.02 0.02 0.14 0.21 0.58 31.70 134.42 172.52 71.05

ア ル ジ ェ リ ア 2.21 0.90 2.07 -1.97 -5.03 -4.88 -4.00 -2.18 0.14 -0.98 1.86

イ エ メ ン 9.64 25.84 36.93 62.37 41.84 20.97 4.90 5.98 24.54 18.18 8.44

イ ラ ク 0.05 0.02 0.80 0.02 1.00 0.03 0.02 0.07 3.13 662.07 3,502.85

イ ラ ン 58.14 58.09 70.25 48.13 47.98 44.87 34.39 17.48 11.32 19.83 -2.53

エ ジ プ ト 242.75 201.32 125.39 85.26 132.07 85.92 52.68 12.93 21.68 64.85 -36.10

オ マ ー ン 9.48 9.93 7.33 8.14 9.01 11.22 11.58 3.70 2.69 5.31 3.72

サ ウ ジ ア ラ ビ ア 8.28 9.85 -4.78 9.18 13.88 13.88 7.19 9.04 4.41 -0.21 5.18

シ リ ア 122.26 34.87 66.33 50.02 136.17 64.36 -19.51 15.78 -6.62 -26.48 -45.32

ス ー ダ ン 21.19 18.64 0.47 0.17 0.60 0.67 0.69 1.17 1.47 1.55 2.11

チ ュ ニ ジ ア -8.70 -3.37 11.48 29.16 29.85 72.12 88.45 63.27 85.52 59.73 51.10

ト ル コ 33.67 2.69 -21.69 -30.36 -45.59 144.48 -64.64 -15.91 1.00 -25.93 -62.26

バ ー レ ー ン 1.33 1.13 1.11 0.59 1.09 1.12 0.74 0.58 0.29 0.16 0.16

パ レ ス チ ナ 自 治 区 3.70 7.51 45.46 46.30 56.08 61.15 21.52 12.75 4.46 9.00 5.80

モ ロ ッ コ 24.95 46.43 23.70 39.36 61.71 103.28 101.62 40.80 64.79 66.32 -54.19

ヨ ル ダ ン 184.23 123.73 139.63 43.96 60.82 104.65 42.69 -0.20 48.33 -5.31 23.55

レ バ ノ ン 0.42 0.55 0.75 0.82 1.61 2.22 7.36 10.12 13.51 8.12 0.98

合    計 721.25 560.88 512.93 392.03 544.14 727.47 287.22 208.80 416.48 1,030.87 3,479.22

出典）OECD/DAC 

注）合計には、「卒業国」、「地域分類不能」が含まれている。 

 

中東地域に対する 

我が国二国間 ODA 

(計 3,541.47) 

全世界に対する 

我が国二国間 ODA 

(計 10,484.61) 

政府貸付等 無償資金協力 技術協力

-7.8％ 

-275.58 

104.3％

3692.16

3.5％ 

124.90 

11.5％ 

1,209.68 

62.2％ 

6,525.45

26.2％ 

2,749.49 
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表－5 中東地域に対する我が国二国間ODAの形態別・国別・年度別実績 

  円借款 

（単位：億円）

国    名 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 累  計 

ア フ ガ ニ ス タ ン − − − − － 7.20

ア ル ジ ェ リ ア − − − 28.50 － 148.50

イ エ メ ン − − − − － 608.49

イ ラ ク − − − − － 577.51

イ ラ ン − − − − － 810.28

エ ジ プ ト 51.94 − 215.13 57.32 106.65 4,757.29

シ リ ア − − − − － 1,563.05

ス ー ダ ン − − − − － 105.00

チ ュ ニ ジ ア 125.01 44.95 80.26 − 99.40 1,884.23

ト ル コ 120.22 − 268.26 987.32 － 5,501.14

モ ロ ッ コ 127.64 73.50 89.35 − 271.86  1,870.38

ヨ ル ダ ン − − − − － 2,044.25

レ バ ノ ン − − − − － 130.22

合    計 424.81 118.45 653.00 1,073.14 477.91 20,007.54

 

  無償資金協力 

（単位：億円）

国名及び地域名 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 累  計 

ア フ ガ ニ ス タ ン 25.06 317.73 236.69 85.76 112.22 848.36

ア ル ジ ェ リ ア 0.21 0.06 0.47 0.41 1.06 7.22

イ エ メ ン 15.51 35.93 15.17 4.67 2.74 590.57

イ ラ ク − − 637.46 835.58 157.92 1,638.26

イ ラ ン 0.68 1.21 18.08 1.87 0.08 36.19

エ ジ プ ト 27.91 25.09 62.37 44.17 41.44 1,402.43

シ リ ア 23.80 12.60 11.52 8.14 4.15 250.27

ス ー ダ ン 11.48 10.49 5.22 26.78 60.19 950.16

チ ュ ニ ジ ア 8.51 0.80 0.70 0.11 0.29 36.24

ト ル コ 0.86 0.37 1.03 0.55 3.05 18.20

パ レ ス チ ナ 自 治 区 17.37 6.60 32.66 88.63 64.41 571.18

モ ロ ッ コ 16.89 13.97 4.61 4.57 7.13 295.73

レ バ ノ ン 1.44 1.94 2.07 1.74 1.60 20.71

ヨ ル ダ ン 33.99 30.53 68.69 67.46 8.67 520.40

ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 − − − − － 5.00

オ マ ー ン − − − − － 10.69

カ タ ー ル − − − − － 2.64

ク ウ ェ ー ト − − − − － 2.94

バ ー レ ー ン − − − − － 0.61

サ ウ ジ ア ラ ビ ア − − − − － 3.83

合    計 183.71 457.32 1,096.74 1,170.44 465.95 7,211.63
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  技術協力 

（単位：億円）

国名及び地域名 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 累計 

ア フ ガ ニ ス タ ン 0.41 (0.40) 20.29 (20.17) 27.08 (26.45) 21.82 (20.66) 31.50 122.13

ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 0.06 (−) 0.14 (0.05) 0.17 (0.00) 0.17 (−) − 37.27

ア ル ジ ェ リ ア 0.96 (0.49) 0.99 (0.50) 3.54 (3.03) 2.72 (2.13) 5.38 56.75

イ エ メ ン 2.94 (2.78) 2.45 (2.29) 2.58 (2.34) 2.76 (2.56) 3.47 76.26

イ ス ラ エ ル 0.65 (−) 0.76 (−) 0.79 (−) 0.60 (−) − 0.45

イ ラ ク 0.02 (−) 0.09 (−) 3.94 (3.91) 9.93 (9.06) 8.00 66.37

イ ラ ン 11.92 (7.92) 16.84 (12.49) 20.90 (16.72) 17.30 (13.26) 8.91 200.36

エ ジ プ ト 26.36 (21.13) 22.38 (17.39) 19.48 (15.20) 14.56 (10.53) 10.17 532.12

オ マ ー ン 6.35 (4.19) 2.66 (2.33) 3.96 (3.68) 6.71 (6.36) 1.61 135.92

カ タ ー ル 0.01 (−) 0.03 (−) 0.05 (−) 0.03 (−) − 10.77

ク ウ ェ ー ト 0.08 (−) 0.08 (−) 0.10 (−) 0.33 (−) − 9.35

サ ウ ジ ア ラ ビ ア 11.35 (10.24) 6.92 (6.03) 5.12 (4.27) 5.38 (4.41) 4.78 191.09

シ リ ア 13.99 (12.85) 12.05 (10.86) 11.24 (10.23) 12.06 (11.05) 11.16 224.28

ス ー ダ ン 0.56 (−) 0.94 (0.08) 1.26 (0.52) 0.78 (0.05) 1.66 53.51

チ ュ ニ ジ ア 11.99 (10.27) 10.08 (9.00) 11.68 (10.71) 11.59 (10.83) 9.31 184.65

ト ル コ 22.11 (19.04) 20.63 (16.62) 16.61 (13.51) 15.19 (12.05) 9.86 385.67

バ ー レ ー ン 0.78 (0.54) 0.57 (0.38) 0.31 (0.16) 0.19 (0.09) 0.08 13.53

パ レ ス チ ナ 自 治 区 2.18 (1.93) 1.79 (1.54) 1.83 (1.68) 2.92 (2.48) 6.54 31.82

モ ロ ッ コ 14.85 (13.50) 13.74 (12.42) 16.39 (15.15) 16.51 (15.29) 11.39 284.08

ヨ ル ダ ン 12.25 (15.07) 13.37 (12.69) 9.13 (8.46) 11.28 (10.53) 9.17 245.60

レ バ ノ ン 1.56 (1.06) 2.91 (2.45) 3.78 (3.51) 0.94 (0.19) 0.09 11.35

合    計 143.29 (121.46) 150.04 (127.40) 158.83 (139.82) 153.78 (131.52) 133.10 2,873.34

 

注）1．「年度」の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

  2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。 

  3．円借款の累計は債務繰延・債務免除を除く。 

  4．2001～2004年度の技術協力においては、日本全体の技術協力事業の実績であり、2001～2004年度の（ ）内はJICAが実施している技術協

力事業の実績。なお、2005年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示し、累計については2005年度までにJICA

が実施している技術協力事業の実績の累計となっている。 

  5．四捨五入の関係で、合計値が合わない場合がある。 

 

表－6 中東地域に対する我が国無償資金協力の分野別実績 

  全体内訳 

 （単位：億円）

年度 一 般 水 産 緊 急 文 化 小 計
食 糧 援 助

（KR） 

貧困農民支援 

（2KR） 
総 計

383.49 2.19 681.32 3.66 1,070.65 20.00 − 1,090.65
2003年 

(27.68) (3.94) (96.72) (16.48) (49.39) (17.76) − (46.78)

270.65 − 871.45 7.68 1,149.79 13.1 7.55 1,170.44
2004年 

(18.49) − (95.04) (34.27) (46.84) (12.54) (15.09) (44.86)

191.91 1.06 246.83 6.41 446.21 18.70 1.00 465.91
2005年 

(14.26) (3.02) (80.34) (33.61) (26.39) (16.87) (2.01) (24.95)

注）1．「一般」には、「一般プロジェクト無償資金協力」、「債務救済」、「ノン・プロジェクト無償資金協力」、「草の根・人間の安全保障無償資金

協力」、「NGO支援無償資金協力」及び「留学研究支援無償資金協力」が含まれる。 

  2．（ ）は、金額の全世界合計に占めるシェア（％） 

  3．「貧困農民支援（2KR）」は、2005年度に「食糧増産援助（2KR）」を改称したもの。 

 

  一般プロジェクト無償資金協力内訳 

 （単位：億円）

年度 医療・保険 教育･人づくり 農 林 業 環 境 通信・運輸 水 エネルギー 地 雷 そ の 他 計 

17.7 10.22 12.97 − 8.62 27.86 − − − 77.37
2005年 

(8.31) (7.29) (55.00) − (4.81) (15.44) − − − (9.25)

注）（ ）は、金額の全世界合計に占めるシェア（％）
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表－7 中東地域に対する我が国技術協力の年度別・形態別実績 
 

年度 
経費総額 

（億円） 

研修員受入 

（人） 

専門家派遣 

（人） 

調査団派遣 

（人） 

協力隊派遣 

（人） 

その他ボランティア

（人） 

141.59〔121.46〕 1,103 〔848〕 283 〔261〕 593 〔579〕 〔67〕 〔42〕 
200１年 

(6.1)  〔(7.6)〕 (2.9) 〔(4.0)〕 (4.6) 〔(8.1)〕 (6.1) 〔(6.2)〕 〔(5.9)〕 〔(9.6)〕 

148.97〔127.29〕 1,270 〔922〕 289 〔268〕 857 〔849〕 〔89〕 〔63〕 
200２年 

(7.73) 〔(8.63)〕 (3.28)〔(4.68)〕 (5.03) 〔(9.56)〕 (10.84)〔(9.98)〕 〔(7.21)〕 〔(11.91)〕 

160.36〔139.51〕 1,395 〔975〕 484 〔459〕 971 〔965〕 〔71〕 〔78〕 
200３年 

(8.50) 〔(9.85)〕 (3.74)〔(5.99)〕 (11.97)〔(15.58)〕 (13.16)〔(12.45)〕 〔(5.38)〕 〔(14.77)〕 

153.78〔131.52〕 2,524〔2,007〕 343 〔269〕 783 〔773〕 〔95〕 〔59〕 
2004年 

(8.56) 〔(10.97)〕 (5.87)〔(10.01)〕 (6.09)〔(6.21)〕 (11.07)〔(11.39)〕 〔(6.68)〕 〔(13.38)〕 

133.10 2,227 336 653 131 81 
2005年 

(8.65) (9.08) (9.63) (8.85) (7.26) (12.80) 

注）1．年度の区分は、予算年度による。 

  2．（ ）内は、全世界に占める中東の地域のシェア（％） 

  3．2001〜2004年度については、日本全体の技術協力事業の実績。2001〜2004年度の［ ］内はJICAが実施している技術協力事業の実績。な

お、2005年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示している。 

 

表－8 中東地域に対するDAC主要援助国の二国間ODAの推移 

 （支出純額、単位：百万ドル）

国  名 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 

日 本 727.5 (7.4) 287.2 (3.9) 208.8 (3.1) 416.5 (6.6) 1,030.9 (17.4)

米 国 1,791.3 (24.2) 1,075.9 (13.0) 2,726.7 (25.8) 4,259.8 (29.1) 6,059.4 (37.3)

英 国 68.7 (2.5) 93.8 (3.6) 209.6 (6.0) 353.7 (9.2) 744.5 (13.9)

フ ラ ン ス 679.5 (24.0) 623.8 (24.0) 571.3 (15.8) 749.8 (14.4) 899.3 (16.2)

ド イ ツ 193.7 (7.2) 499.7 (17.5) 231.2 (6.9) 386.2 (9.5) 328.8 (8.6)

イ タ リ ア 19.7 (5.2) 60.5 (13.7) 81.9 (8.1) 148.7 (14.0) 198.1 (28.1)

カ ナ ダ 42.4 (3.7) 48.4 (4.0) 71.1 (4.7) 162.3 (12.0) 206.1 (10.4)

オーストラリア 15.9 (2.1) 15.1 (2.3) 20.0 (2.6) 58.7 (6.0) 76.2 (6.4)

スウェーデン 79.7 (6.4) 66.8 (5.5) 84.5 (6.6) 113.2 (6.4) 162.0 (7.8)

全 DAC諸 国 計 4,073.4 (11.3) 3,384.9 (9.6) 4,952.0 (12.2) 7,667.0 (15.4) 10,928.0 (20.1)

注）（ ）内は、各DAC諸国の二国間ODAの総計（東欧を除く）に占める中東地域のシェア（％） 
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表－9 中東地域諸国に対するDAC主要援助国の国別二国間のODA実績（2004年） 

 （支出純額、単位：百万ドル）

 日 本 米 国 英 国 フランス ドイツ イタリア カナダ オーストラリア スウェーデン DAC合計

アフガニスタン 172.52 778.29 224.01 15.03 75.13 37.31 56.24 21.09 55.68 1,697.50

ア ル ジ ェ リ ア -0.98 3.79 0.02 172.93 -2.59 29.69 1.09 - 2.00 234.62

イ エ メ ン 18.18 43.29 12.66 3.67 35.83 4.19 0.58 - 0.32 152.64

イ ラ ク 662.07 3,021.99 275.10 4.23 10.18 28.73 71.99 30.73 21.30 4,392.05

イ ラ ン 19.83 4.75 4.80 15.69 41.17 3.79 0.43 2.34 2.58 140.22

エ ジ プ ト 64.85 704.47 76.75 109.17 107.25 18.84 10.59 5.46 1.67 1,177.05

オ マ ー ン 5.31 -4.99 - 1.02 0.20 0.01 - 0.44 - 2.02

サ ウ ジ ア ラ ビ ア -0.21 0.09 - 6.78 1.70 - 0.01 - - 8.49

シ リ ア -26.48 0.03 0.13 23.71 -0.15 5.68 1.55 - 0.08 14.94

ス ー ダ ン 1.55 377.61 116.57 11.63 48.32 16.88 26.31 10.35 26.50 744.82

チ ュ ニ ジ ア 59.73 -15.67 - 141.38 12.26 20.00 0.47 - 0.63 230.80

ト ル コ -25.93 -29.68 -3.70 10.66 -74.57 -7.05 -2.40 0.03 1.81 -45.37

バ ー レ ー ン 0.16 - - 1.15 0.06 - - - - 1.41

モ ロ ッ コ 66.32 -10.33 0.13 218.12 34.50 3.89 4.56 - 0.65 393.47

ヨ ル ダ ン -5.31 373.97 4.65 6.25 20.95 14.86 6.98 0.03 0.84 432.86

レ バ ノ ン 8.12 28.83 0.29 58.63 11.98 1.88 2.65 0.57 0.65 128.15

合   計 1,030.87 6,059.38 744.47 899.29 328.84 198.11 206.14 76.20 161.95 10,928.01

注）合計には、「その他」、「分類不能」が含まれている 
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表－10 中東地域に対するDAC諸国のODA実績 

ODA NET 
 （支出純額、単位：百万ドル）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合計 

2002年 米国 2,726.7 フランス 571.3 ドイツ 231.2 英国 209.6 日本 208.8 208.8 4,952.0

2003年 米国 4,259.8 フランス 749.8 日本 416.5 ドイツ 386.2 英国 353.7 416.5 7,667.0

2004年 米国 6,059.4 日本 1,030.9 フランス 899.3 英国 744.5 ドイツ 328.8 1,030.9 10,928.0

 
政府貸付 

 （支出純額、単位：百万ドル）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合計 

2002年 スペイン 28.7 英国 4.4 フィンランド 0.6 スウェーデン 0.03 デンマーク -0.2 -26.4 -707.9

2003年 スペイン 46.9 イタリア 24.1 日本 22.5 デンマーク 12.7 ノルウェー 3.5 22.5 -529.6

2004年 英国 64.7 スペイン 27.5 イタリア 13.6 デンマーク 1.2 ベルギー -1.6 -64.2 -630.1

 
無償資金協力 

 （支出純額、単位：百万ドル）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合計 

2002年 米国 1,935.5 ドイツ 225.8 英国 179.1 フランス 175.7 オランダ 170.4 109.9 3,450.9

2003年 米国 3,087.3 英国 300.8 日本 251.3 ドイツ 238.8 フランス 231.7 251.3 5,284.3

2004年 米国 5,379.3 日本 963.9 英国 626.5 オランダ 297.0 フランス 254.0 963.9 9,025.5

 
技術協力 

 （支出純額、単位：百万ドル）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合計 

2002年 米国 1,142.3 フランス 417.5 ドイツ 308.9 日本 125.4 スペイン 45.9 125.4 2,208.9

2003年 米国 1,495.2 フランス 551.3 ドイツ 395.2 日本 142.7 オランダ 73.4 142.7 2,912.2

2004年 米国 1,000.7 フランス 663.1 ドイツ 426.6 日本 131.2 英国 53.3 131.2 2,532.6

 

表－11 中東地域に対する国際機関のODA実績 

ODA NET 
 （支出純額、単位：百万ドル）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 その他 合計 

2002年 CEC 913.5 UNRWA 392.2 IDA 91.0 ADB 86.5 UNHCR 68.3 294.7 1,845.8

2003年 CEC 1,518.4 UNRWA 430.1 IDA 118.3 UNTA 71.5 ADB 55.4 266.1 2,459.7

2004年 CEC 1,931.9 UNRWA 448.8 IDA 182.2 UNHCR 93.8 UNTA 64.8 251.3 2,972.9

 
政府貸付 

 （支出純額、単位：百万ドル）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 その他 合計 

2002年 ADB 86.5 IDA 70.8 IFAD 4.1 AfDF 3.4 CEC -3.2 16.7 178.3

2003年 CEC 105.3 IDA 55.9 ADB 55.4 AfDF 12.0 IFAD 5.9 -26.2 208.1

2004年 CEC 87.3 IDA 87.2 ADB 42.1 IFAD 8.0 AfDF -1.9 -6.5 216.2

 
無償資金協力 

 （支出純額、単位：百万ドル）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 その他 合計 

2002年 CEC 885.9 UNRWA 392.2 UNHCR 68.3 WFP 36.3 UNICEF 32.3 34.9 1,449.8

2003年 CEC 1,344.6 UNRWA 430.1 IDA 62.4 UNHCR 45.9 UNICEF 42.5 48.4 1,973.9

2004年 CEC 1,786.4 UNRWA 448.8 IDA 95.1 UNHCR 93.8 UNDP 37.4 106.8 2,568.2

 
技術協力 

 （支出純額、単位：百万ドル）

歴年 1位 2位 3位 4位 5位 その他 合計 

2002年 UNTA 60.5 CEC 30.9 UNFPA 28.8 UNDP 27.8  − 69.9 217.8

2003年 UNTA 71.5 CEC 68.5 UNFPA 25.2 UNDP 20.8  − 91.6 277.7

2004年 UNTA 64.8 CEC 58.2 UNFPA 32.9  −  − 32.6 188.5

 

注）1．順位は主要な国際機関についてのものを示している。 

  2．四捨五入の関係で、合計値が合わない場合がある。 
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図－2 中東地域
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